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住宅確保要配慮者にとっての住まい・まちづくり 
テーマ 有識者意見／現状・課題 個別論点 全国計画の施策案 現行計画の施策 

１．バリアフリー化等の促進 ［有識者意見］ 

●住宅のバリアフリー改修の促進について、県の基準と各省庁の施策の基準

や指針のすり合わせ、県の基準からみた優先順位付け等の整理が必要。（過

年度調査） 

●持家率が高く同じ住まい・まちに住み続けたいという高齢者の愛着や定住

志向が、時に高齢期の住環境等の生活水準を低下させている場合もある。

（過年度調査） 

●現在の住まいが、家族以外の人が入ることを前提としてないため、介護サ

ービス等が利用しづらくなっている。（過年度調査） 

 

①住まい・まちづくりにおけるバリアフリー化

の促進 

 

［施策キーワード］ 

バリアフリー化 

人にやさしい街づくり 

バリアフリー化・人にやさしい街づくりを担

う人材育成や普及啓発  など 

 

②介護サービス視点での住まいづくりへの

取組 

 

［施策キーワード］ 

介護サービスを受けやすい住宅 

地域包括ケアシステムとの連携 など 

○リフォーム・リノベーションによる質の

向上 

・ バリアフリー化の促進 

 

○良質な住宅の供給 

・ バリアフリー化がされた住宅の供

給 

 

 

目標７ 

(2)バリアフリー化された住まい・まちづくり 

▼人にやさしい街づくりの推進 

・ 人にやさしい街づくり条例に基づく届出への指

導、助言や整備基準の普及、意見聴取機会の拡大

▼住まいのバリアフリー改修の促進 

・ 催事イベントや優秀な事例の表彰など住まい手の

意識啓発に向けた取組の推進 

・ 市町村の住宅リフォーム相談窓口の設置や住まい

手サポーター制度の普及による相談体制の充実 

・ バリアフリー改修促進税制などの情報提供や介護

保険の住宅改修費の活用など既存住宅のバリアフ

リー化を促進 

 ［現状・課題］ 

●高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率（愛知県住生活基本計画

2020）として、２箇所以上の手すり又は屋内の段差解消に該当する住宅の

割合は、42.6％。 

＜現状と課題データより＞ 

●65歳以上で、現在の住まい（自宅）で 後まで介護を受けたい人が31.6％。

現在の住まい（自宅）で 後まで介護を受けたいが、 後は病院で手厚い

治療を受けたい人21.3％と併せると、半数以上の人が、現在の住まい（自

宅）で介護を受けたいと考えている。＜現状と課題データより＞ 

 

２．高齢者向け住宅の供給 ［有識者意見］ 

●サービス付高齢者向け住宅の供給は、住宅の内容と生活・介助サービスの

両面における質が不十分。（過年度調査） 

 

①高齢者向け住宅供給の促進 

 

［施策キーワード］ 

サービス付き高齢者向け住宅 

福祉との連携 

多世代交流 

地域包括ケアシステム 

高齢者の地域での暮らし 

高齢者世帯向け民間賃貸住宅  など 

 

 

 

○良質な住宅の供給 

・ ICTの活用による住生活支援機能が

高度化された住宅の供給 

 

○賃貸住宅市場の確立 

・ 多様な居住ニーズに対応する賃貸

住宅の普及 

 

○住宅と保育・教育・福祉・介護・医療等

の公的サービスが連携し、少子高齢

化社会に対応した多世代が交流する

持続可能な居住環境の形成 

・ スマートウェルネス住宅・シティの

実現 

目標７ 

(1)高齢者・障害者などが暮らしやすい居住環境の整備 

▼高齢者居住安定確保計画の策定と施策実施 

・ 高齢者居住安定確保計画の策定と推進 

▼サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

・ サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

 ［現状・課題］ 

●2010 年には単身世帯が も多い世帯類型となっており、今後も増加する

見通しとなっている。高齢者世帯においても、2025 年には高齢者単身世

帯が高齢者夫婦のみ世帯を上回る見通しである。＜現状と課題データより＞ 

●サービス付き高齢者向け住宅の登録状況は、平成27年 8月末時点で7,406

戸。65歳以上の高齢者人口に対する割合は0.43％で全国平均0.56％より

低い。＜国土交通省・厚生労働省 共管「サービス付き高齢者向け 住宅情報提供システム」より

＞ 

３．地域福祉との連携 ［有識者意見］ 

●住宅ということが福祉の対象に留まるのではなく、自立して社会に貢献し

ていくような形を助けるような仕組みになっていることが必要。地域包括

ケアについては、愛知県で住宅と医療・福祉がきちんと結び付いたような

モデルを作っていくということも、今後５年、10年の課題。（懇談会意見）

●地域住民のケア・ニーズに沿って多様な選択ができるようにするため、生

活支援サービス等の事業所が進出、近隣・ボランティアによる見守りの推

進等の地域福祉の仕組みが構築されることを後押しするためのまちづく

りが展開されるとよい。（過年度調査） 

①地域福祉との連携 

 

［施策キーワード］ 

福祉との連携 

地域包括ケアシステム 

高齢者・障害者の自立・地域移行（入院医

療中心から地域生活中心へ）  など 

○住生活関連サービスの充実 

・ 総合住生活産業の形成 

・ UR 賃貸住宅における見守りサービ

スの提供等 

 

○公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の適切

な役割分担・民間賃貸住宅を活用した

セーフティネットの構築 

・ 住宅確保要配慮者の特性に応じた

適切な住宅確保に資する公的賃貸

住宅の供給 

目標７ 

(1)高齢者・障害者などが暮らしやすい居住環境の整備 

▼高齢者・障害者の地域での暮らしを支える仕組みづ

くり 

・ 高齢者サロンづくりや公的賃貸住宅の集会所を生

活支援活動などに活用 

・ シルバーハウジングの供給 

・ 公的賃貸住宅のケアホーム・グループホームとし

ての活用 

 

     

  

資料３ 
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家族形態の変容に伴うこれからの住まい・まちづくり 
テーマ 有識者意見／現状・課題 個別論点 全国計画の施策案 現行計画の施策 

４．多様化する家族形態へ

の対応 

［有識者意見］ 

●家族の不確実性や単身化が進んでおり、典型的な住まいや家族を描きにく

い時代において、それぞれの課題に応じた新たな暮らし方やケアの在り方

をローカルな場で創り出していくことが必要。（過年度調査） 

●子育てを保育・待機児童という観点のサポートから支えるのみならず、居

住形態・居住政策の面からもバックアップする方策。（過年度調査） 

 

①家族形態の変容に伴う多様なニーズへの

対応 

 

［施策キーワード］ 

三世代同居・近居 

多世代交流 

持続可能な居住環境  など 

 

②子育て層向けに、どのような住まい・まち

づくりの取組が必要か 

 

［施策キーワード］ 

子ども・子育て支援（親子の交流拠点や一

時預かりなど）との連携 

多世代交流 

子育て世帯向け民間賃貸住宅の供給促

進  など 

○賃貸住宅市場の確立 

・ 多様な居住ニーズに対応する賃貸

住宅の普及 

 

○住生活関連サービスの充実 

・ 総合住生活産業の形成 

 

目標６ 

(1)地域が主体となって進めるまちづくり 

▼住宅ストックを活用した住替支援の促進 

・ 空き家などの有効活用のため一般社団法人移住・

住みかえ支援機構による住み替え支援事業の普及

・ 愛知県交流居住センターによるUIJターンの促進

や市町村による定住促進住宅の供給、空き家情報

提供などの支援  ［現状・課題］ 

●単身世帯の増加、ひとり親と子の世帯の増加、世帯あたりの人数の減少な

ど、多様化する世帯構成や居住ニーズに対しては、当該住宅で営まれる生

活の質の向上を総合的にサポートするサービス（福祉、子育て等）も求め

られている＜国交省 社整審 第40回住宅宅地分科会資料より＞ 

●65歳以上の単身及び夫婦の持家世帯の44.3％が畳数36畳以上に住む一方

で、４人以上の持家世帯の 32.8%が畳数 36 畳未満となっており、住宅ス

トックと居住ニーズのミスマッチがおきている。＜現状と課題データより＞ 
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公営住宅の役割 
テーマ 有識者意見／現状・課題 個別論点 全国計画の施策案 現行計画の施策 

５．公営住宅における少子

高齢化等の社会情勢への対

応 

［有識者意見］ 

●愛知県の公営住宅について、他地域と比べると公営住宅が普通の住宅とし

て位置づけられ、恵まれたストックもあることから、将来にも残していく

ことが必要。（懇談会意見） 

●セーフティネットの範囲をどこまで広げるのか。（懇談会意見） 

●公営住宅の居住者の高齢化とか要支援者の急増等の解決は社会全体、もし

くはソーシャルミックスを進めることが必要。（懇談会意見） 

●地方都市の公共団体が、縮退社会における今後の集合住宅のあり方を提示

する責務は大きい。（過年度調査） 

 

①少子高齢化等の社会情勢の変化におけ

る、公営住宅の取組 

 

［施策キーワード］ 

多世代ミックスコミュニティ 

入居資格（単身者対応）  など 

 

②老朽化が進む公営住宅の建替え 

 

［施策キーワード］ 

建替、改善・長寿命化（予防保全） 

民間活力の導入 

管理の適正化 

公的セクターとの連携 

特定公共賃貸住宅の活用  など 

 

 

○公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の適切

な役割分担・民間賃貸住宅を活用した

セーフティネットの構築 

・ 住宅確保要配慮者の特性に応じた

適切な住宅確保に資する公的賃貸

住宅の供給 

・ 地域住宅協議会の活動等を通じた

各種公的賃貸住宅制度の一体的運

用・ストック間の柔軟な利活用 

 

○公的賃貸住宅の適切な維持管理・更

新の推進 

・ ストックの有効活用・長寿命化の推

進 

・ 多様な PPP/PFI 手法の活用等の推

進 

 

○公的賃貸住宅の建替えの機会を捉え

た集約・再編を通じた地域の居住機能

の向上 

 

目標８ 

(1)公営住宅ストックの再生・活用の推進 

▼計画的な公営住宅の建替や改善の推進 

・ 公営住宅長寿命化計画に基づき、規模が小さく老

朽化が進んだ公営住宅ストックの建替更新 

・ 比較的良好なストックのバリアフリー化を含めた

住戸改善による機能向上の実施 

・ 比較的新しいストックの防水性能の向上や排水設

備の更新などの長寿命化改善 

▼特定公共賃貸住宅を公営住宅に準じた住宅として

活用 

・ 空き住戸が多く存在する特定公共賃貸住宅を公営

住宅に転用 

 

(2)公営住宅の適切な管理と供給 

▼公営住宅の管理の適正化 

・ 現存するストックを有効活用し可能な限り多くの

募集戸数を確保 

・ 入居者資格を満たさなくなった高額所得者に退去

を求めるなど適切な入居者管理 

▼多世代が共に暮らす良好なコミュニティの形成 

・ 県営住宅の入居世帯が多様な世帯となるよう居住

ニーズに合った型別住戸の供給や、子育て・新婚

世帯などの優先入居を推進 

・ 子育て世帯の範囲を「義務教育就学中の子と同居

する」に拡大した期限付き入居などニーズに対応

した募集方法 

▼入居者資格の見直し 

・ 同居親族要件について単身者の受け入れ対象者を

拡大 

・ 入居収入基準を国の参酌基準を踏まえ社会経済状

況に応じて見直し 

 ［現状・課題］ 

●県営住宅のイメージについて、「住宅に困窮する方のために住宅として役

に立っている」が31.9％と も高くなっている。＜現状と課題データより＞ 

●公営住宅の建設費が近年コストアップしている。＜現状と課題データより＞ 

６．公営住宅の地域におけ

る役割 

［有識者意見］ 

●公営住宅の福祉拠点化。（過年度調査） 

●公営住宅の地域まちづくりおける、ニーズの優先度の推定と潜在的なニー

ズの掘り起こしが求められている（災害時の地域拠点、平時のコミュニテ

ィづくりの拠点、介護支援施設、保育園・育児支援施設等）（過年度調査）

①公営住宅の地域まちづくりにおける活用 

 

［施策キーワード］ 

市町村との連携 

集会室の活用（自治会との連携）  など 

○公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の適切

な役割分担・民間賃貸住宅を活用した

セーフティネットの構築 

・ 住宅確保要配慮者の特性に応じた

適切な住宅確保に資する公的賃貸

住宅の供給 

 

○公的賃貸住宅の建替えの機会を捉え

た集約・再編を通じた地域の居住機能

の向上 

 

目標８ 

(1)公営住宅ストックの再生・活用の推進 

▼地域における活動の拠点としての公営住宅の準用 

・ 地域の居住環境や施設配置などを踏まえた他文化

共生、子育て支援、まちづくりなどの活動拠点の

導入 

・ 高齢者の安否確認ふれあい喫茶の運営、外国人の

生活支援などの自治会活動の支援 

▼公営住宅ストックを活用した福祉施設の整備 

・ 建て替えの余剰地などの福祉施設整備への活用策

の検討し、敷地の貸し付けや売却による福祉施設

の誘致 

・ 空き住戸のグループホームやケアホームとしての

活用や地域の福祉拠点としての活用促進 

・ 子育て支援に配慮した県営住宅施設整備指針に従

った集会所の規模拡大や入所者、NPOの活動支援

 ［現状・課題］ 

●県営住宅においては、世帯主年齢70歳以上が平成13年度から平成20年

度にかけて、２倍以上に増加し、高齢化が進んでいる。また、収入分位Ⅰ

世帯が増加している。＜現状と課題データより＞ 

●耐用年限1/2超過が約18,000戸（管理戸数の約30％）。今後10年間で新

たに建て替え対象となるストック（昭和49～58年度建設）は、約20,400

戸（管理戸数の約34％）。＜現状と課題データより＞ 
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⺠間賃貸住宅の役割 
テーマ 有識者意見／現状・課題 個別論点 全国計画の施策案 現行計画の施策 

７．行政との連携 ［有識者意見］ 

●公営住宅について、一定の役割を 20世紀に果たしてきたが、今後は、公

営住宅の役割を民間賃貸にも持たせていくことが必要。（懇談会意見） 

●民間賃貸住宅での住宅困窮者の受入れが求められる現状において、家主の

支援力の強化は重要な課題。（過年度調査） 

 

①行政と民間賃貸住宅との連携構築 

 

［施策キーワード］ 

公的セクターとの連携 

特定公共賃貸住宅の活用 

あんしん賃貸支援事業 

居住支援協議会  など 

 

②民間賃貸住宅の家主の役割はどうあるべ

きか 

 

［施策キーワード］ 

民間賃貸住宅の家主や事業者に対する

住宅困窮者対策の啓発・連携強化 

「見守り大家さん」事業  など 

○住宅ストックの適切な管理の促進 

・ 所有者/賃貸人・居住者/賃借人によ

る計画的な維持管理を定着させる

ための環境整備 

・ 民間賃貸住宅の適正な管理の促進 

 

○賃貸住宅市場の確立 

・ 多様な居住ニーズに対応する賃貸

住宅の普及 

・ 賃貸住宅に関する情報提供の充実 

・ 賃貸住宅市場におけるトラブル防

止 

 

○公的賃貸住宅と民間賃貸住宅の適切

な役割分担・民間賃貸住宅を活用した

セーフティネットの構築 

・ 民間賃貸住宅への円滑な入居促進 

 

○公的賃貸住宅の建替えの機会を捉え

た集約・再編を通じた地域の居住機能

の向上 

 

目標９ 

(1)民間賃貸住宅などにおける入居円滑化の推進 

▼居住支援協議会の活用による民間賃貸住宅への入

居円滑化 

・ 居住支援協議会の構成員相互と福祉施策などの施

策との連携により入居円滑化に向けた取組の推進

▼高齢者、子育て世帯向け民間賃貸住宅の供給促進 

・ 高齢者や子育て世帯を理由に入居を拒まない民間

賃貸住宅を登録紹介する制度の普及・促進 

▼サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

・ サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

▼公的セクターの連携による公的賃貸住宅の整備・運

営 

・ 公的賃貸住宅の運営主体の連携強化と地域の実情

に応じた的確な公的賃貸住宅の供給で重層的なセ

ーフティネット構築 

 ［現状・課題］ 

●入居制限を行っている家主は全体の19.6％（2010年）。民間賃貸住宅にお

ける入居制限の対象としては、外国人、単身高齢者、高齢者のみ世帯の割

合が高い。理由としては、家賃の不払い、死亡事故、他の入居者との協調

性に対する不安が高い。＜現状と課題データより＞ 

●愛知県あんしん賃貸支援事業は、平成 26年度までの累計で、あんしん賃

貸住宅3,539戸、協力店134店、支援団体14団体。毎年度増加している。

相談件数は平成26年度年間388件で、平成24年度をピークに減少傾向に

ある。＜現状と課題データより＞ 

 

 

 


